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グ リ ー ン・ ア カ ウ ン ティ ン グの トー タ ル 的方 法 論 ：

グリ ーン係 数の導入

上 領 英 之
（広島修道大学）

Ｉ； は じ め に

社会会計にせよ、 グリ ーン会計にせよ、 企業の収益性目的 と社会性目的とが、 いかに整 合

的に統合されるべきかの方法論が必腰とされてい 孔

本稿は、 現行の会計制度 と資本市場を是認 した上で、 付属明細 書 （脚注） に、 一っの トー

タ ル的方法論が具体化さ れる のではないかという展望を示す。 社会関 連に関する会計貢任の

解 除、 すなわ ち報告は、 最近 幅広 い拡がりをみせているが、 それ らの 一部、 ことに、 個別的、

数 量的報告 等は、 本稿に提唱する 企業全体としての （ア グリ ゲー ショ ンさ れた） グリー ン係

数 と補 完関係 を維持しっっ、 そ れぞれの信 頼性を増していくと考え られる （位置づけは末尾

別図１参照）。

資源・現境 を視点に据え、 世代内 および世代間の共生社会を展望すると き、 持続的維持・

発展こそ・ 現代 経済 社会１こ与え られた命題 であろ ㌔ 持続的発展は・ 既存 のパ ラダイ ムと し

ての成長最犬化、 株 価最大化と相反するパ ラダイム であ る。 そこに、 グリーン・アカウンティ

ングの置かれた宿命 がある。

仮に企業の収益性目 的と社会性目的とは、 容易に統合さ れ得ないという認識を持っならぱ、

グレイ らのいう 「非市 場効果の無視を変える必要がある という立場」〔山上 達 人
，
１９９２
，ｐ．
９〕

を強め、 現在価値思 考の 否定に連なるかも しれない。 そ の反 対に、 仮に企業の収益性 目的と

社会性目的とは、 経済社 会の自覚を通 して統合され得る という認識を持っな らぱ、 資本 市場

の半強度の効率性仮説（ＥＭＨ）を是認 して’）， 資本市場に世代 内・間の調和をいかに湯透 させ

得るかを肯定しなけれ ぱならない。

本稿は・ 後者の立場に おいて・ パ プリック・アカウ ンタ ビリティ のもとに・ 脚注開示
が持

続的発展 をトータル的に保証 するような方法論を概説する。「トータル的方 法論」 は、 欧州

に徐々 に用 いられは じめ た 「等価係数」（後述） の指向 するように・ 企業・ 産業別 （リスク・

ク ラス別）、 国 民経済計 算 （ＳＮＡ） の企業部門と 全部門、 そして連緒国家的なアグリゲーショ

ンに及び得るような測定体系 に支 えられなければならない。

本稿は、 物的資本維持を内生化した経済的価値としての株式評価価値 （ストック） と物的

生産 性指 数 （フロー） を、 直 接的 な考察対象とする。 それぞれに、 共生理念に基づく 「グリー

ン係 数」 を、 過去に整序ずみ のわ れわれの計測体系 （末尾文献） に どのように組み込むかと
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いうことである。 したがって、 その背後 に存在するであろう多
く の間 題意 識・ たとえ ぱ・ 財

務関連的買任と非財務関遵的責任 〔武田隆二，ユ９９３〕 アカウンタビリティと意思決定有用性

アブローチとの関連 性 〔瓦田・國部 ほか， １９９１〕， 効用 価値説
と非市場効 果の 無視 〔山 上違

人， １９９２〕、 会計や監査
と いう専 門技術・知議の 中立性保持 〔國部克彦， １９９３〕・ 物量

的・数

値的諸係数 〔真 船洋之助， １９９３；宮 崎修行，
１９９３；上妻 義直，１９９３〕、 そ して経 済 学的

ブリ

ン シパ ル・工一 ジェ ント関係と社会・ 現境を視野に収 めたブリンシ
パルー工一 ジェ ント関係

のあり方 〔國部 克彦， １９９３〕 等にっ いては、 筒潔に
ふれる程度に止ま っている。 そ れらにっ

いて は、 稿を改 めて、 共生の、 持続 的発展の理念 〔冨増 和彦，
１９９３〕 のあり方とと もにま と

めたいと考えて いる。

１） 須 田 一 幸 ［１９９３，ｐ．５０５，ｐ．
７１７］： ディ ス ク ロ ー ジ ャ ー 制 度 にと っ て 量 も望 ま し い 状 蟹 は、 半 強 度

で は 効 率 的 で あ る が、 強 度 の 効 率 性 が な い市 場 で あ る。 内 部 得 報
の う ち は ｏ 榊 こ 影 書 を 与 え ず、 そ

れが公表されると抹ｏに反映される市場である。 注記仙報があれば証券市場は会計数働を選切に比

岐 可 能 で あ る。

皿． トータ ル 的方 法論 ： 株式 評 価に
対 して

現行の会計制度 は、 効用 理諭、
すなわち、 価 値が需給関係を通 した価格に よっ て表現

され

るという考え方を受 け入れている。 しか し、 利 潤最犬化、 株価最犬化に向
か う効用 理論は・

共生理念の もと に、 変革されなけれ ぱな らない。 も し効用理論
がそ れに耐え られなけれぱ、

効用理論の いか んを間わず、 変革さ れた理 論が必要
とされるであ ろう。 われわれは、 ひとま

ず効用理論 は、 変質された効用理論 に止場さ
れると考えて いる （基本的考え方は、 末尾の別

図 ２参照）。 価値＝価格を 否定 はし
ないなが らも、 価値と価格との闘に 不等 号の 可 能性

を認

め、 貨 幣資 本維持のなかに、 技術 の陳贋化に対
応さ れた物的 資本維 持を内生化する。

仮に、 価 格が既存の
パラ ダイム に支配さ れていて も、 価 値が変革の

パ ラダイ ムを徐々に受

け 入れていく ならぱ、 双方 は、 相 互にモニターと して の役割
を果す。 優 しい地球の維持・回

復という認識 （共生の理念） に目ざめた市民社会の叡知は・ 倫理性ゼロなる資本市場に徐々

に湯 透すると思われる。

価格を離れて価値 を追求す る動きは、 すでにみ られ始
めてい 乱 たとえ ぱ・「Ｐｏａｒ㏄ レポー

ト」 は、 従来の新古典派経済学の劾用価値説だけではなく、 資
産的側面の本来の 「存在価値」

を導入している 〔山上違 人， １９９２，ｐｐ．
６０－６２〕。 また、 複眼 的

な 企 業の 評価 体系、 さ らに は

「パ ブ リ ッ ク ・ ア カ ウ ン タ ピ リ テ ィ」 か ら み る と、 「財 務 的 ア
カ ウ ン タ ピ リ テ ィ 」 は、 そ の 一

部 に 止 ま る 〔冨 増 和 彦， １９
９３
，ｐ．
１３８〕。

冨増和彦〔１９９３〕’〕に した がいつつ、 われわれの 枠組みの位置
づけを試みると、 っ ぎの と

おりである。

自然のもっ長期 的・多面的価値 は、 短期開 発
ブロ ジェク トの もつ 「現 在価 値」 と比較され
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ると不利であ 孔 そこに割引現在価値の性悪説の根源がある。「持続可能」 を第１義に考え

ると、 最大化を求める市場経済と資源の有 限性・成長の限界 とをどのように収東させ得るの

か。 個 別企業 レペルでは、 たとえ恒常的・静態 的市場であっ ても、 そ の内部 での競争と利益

は存在 するはずである。 市場を利用 した、 企業 に現境保議へのイ ンセ ンティ ブを高める方策

の導入 が期 待されるという。

われわ れも基 本的 には、 正にそうした方向を共有 する。 そ して、 そこに一っ の方 法論 を提

供できるの ではないかと いう のが、 本 稿の目的であっ た。

共生の理念と市場原理とを結びっける必要条件の一っは何か。 企業の 「経済的価値の維持」

で あ 孔 そ れ は ヒ ッ ク ス ［Ｈｉｃｋｓ，Ｊ・Ｒ．，１９３８，ｐ．１７２］ の 定 義 （ｂｅｉ㎎ ｗｅｌ１－ｏｆｆ）
３）を、 ア グ リ

ゲ ー シ ョ ン に 耐 え ら れ る よ う に、 深 化 ・ 拡 充 す る こ と に よ っ て 満 た さ れ る。 ヒ ッ ク ス の 定 義

こそ、 今日に至るまで幅広くポ ピュラーな コンセ ンサスと して受け入れられているか らであ

孔 ただし・ そこに流れた理念は消費 （企業 では配当） の最大化であった。 したがって、 ヒッ

クス の定義に、 物的資本維持を内生化 した一っ の測 定方法論 が賦与さ れるとき４）、 そ の 方法

論 は、 そ の背後に、 最大化理念があっても、 共生 の理念があって も受 け入 れられるものとな

り得 るのではないか。 ここにあげる企業とＳＮＡの経済的価 値 の維 持 とそ の測定 方 法論 は、

そのよう なものとして認識される。

一っの測定 方法論は、 つ ぎのように、 その意図 がま とめられる。 割引現在価値 に用 いられ

る割引率 は・ 一般 に資本再 投資 と再生産を含む。 投資収 益率＝資本コストのもとで は （短期

ではなく無限期闇 を展望す ると）、 割引率＝資本 コストであって、 割引 率 ＝資 本コ ス トー 成

長 率 と は な ら な い。

われわれの方法論は、 そこで、 経済的利益 と株式評価と を切り離す。 資本コストと しての

内部 収益率にイム プリ シットに存在する、 経済的価値維持に必要な （以下、「最低限の」） チャー

ジ 部 分 を、 最 低 限 の 成 長 と し て 分 雌 す る。 そ う す る と 、 フ ィ ッ シ ャ ー ［Ｆｉｓｈｅｒ，Ｉ．， １９３０，

ｐ．４５５］のいう 「ｅａｍｉ㎎ｓ」 の定義
５〕を事前的に用いて、 わ れわれは経済的利益を 定義 可 能 で

ある ：経済的利益＝イ ニ シアル純利益十最低 限の増分純利益 であり、 それは事前的に配当と

社内留保 に分配される。 イ ニ シアルの事後的純利 益も事前的に設定さ れる 増分 純利 益も、 同

一の留保 性向にしたがう。 フィッ シャーのいうチ ャージがなぜ最低限 の成長 を含む社内留保

と な る の か、 っ ぎ の と お り で あ る。

収益性測定の視点から、 １期間の資産再投資が無限回敏繰り返されるとき、会計的利益率＝

内部収益率： 資産 成長 率 （以下、 ａ＝ｒ：９関係） であることが一般に証明さ れて い 即
〕
。

社内に留保さ れたものがす べて再投資さ れるという条 件 （留保性 向＝１．Ｏに相 当） が 必要 で

ある。 そのよ うな モデルは、 企業 の収益性を内部収益 率のサロゲイ トと して求めた いという

意図から、 す べて構築された。 しか し、 全体と しての企業 収益性は、 最低限の内部収益 率と

しての資本コス トに置きかえること が可 能である。 ａ＝ ｒ＝９関係 は、 む しろ最低限の 資本
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コストを求める場合 にのみ、 真に、 有効であり、 かつ、 計
測可 能である。 そ して、 最低限の

成長を含む社内留保 は、 フィッシャーのいうチャー
ジに対 応す る。 内部収益率は、 イ ニシア

ル・ データを用 いると、 イ
ニシアル・ データ部分と最低限 の成長部分７〕とに分 離さ れ得る こ

とが明 らかとなる。 割引 率
としては、 最低限の成長を含 む資本コス トか ら、 最低限

の成長率

を差 し引くこと が認 められ、 最低限の株
式価値がそ の割引 率を用いて与え られる。 資産収益

率＝資本コス トのもとにおいても、 株式価値＝簿価
と いう （一般的に受け入 れられた） 関係

は否定される。 経済 的利益と株式評価とのトー トロ
ジー関係から解放される。

要するに、 わ れわ れの枠組みは、 企業の経済的価値 維持の
ために は、 最低 限の成長率が要

求されるこ とを主張する。 その結果、 一般物価水準
をコンスタ ントとしても、 貨 幣資本維持

に必要な金 額は、 ２時点に同一と はな ら
ない。 技 術進 歩を認め、 一般物価水 準を変動させ る

な らぱ、 な おさ らである（後 述）。 こ の枠 組みは、 配
当と社内 留 保 という 法人 企 業部門 に固

有 のものである。 家計部門にお いて は、 最低 限の成長部分 は要
求さ れない・ ＧＤＰ成長 率 は・

投資収 益率≡責本コストとすれ ば、 そ れらの加童平均であるた め、 最低限の成艮部分を含み、

かっ、 分離可能である。

しかも、 ここに主張さ
れる べきは、 最低限の成長率 は、 留保 性向 の選択に

応じて、 いく っ

で も 存 在 し、 制 御 可 能 で
あ る と い う こ と で あ る ［１９９３，ｐｐ．１４－３９］。 そ

れ ゆ え に・ 経 済 社 会

は、 最低限の成長率
を いか に共生の理念に即 して制御する かという具体的な方法論をもって

対応できるはずである。 ま た、 市場原理と効用理論ある いは最大化原理に
固執したとしても、

われわれの枠組み は、 むしろ それらに耐え られる。 株価 最
大化を是認 したと しても、 会計

期間の継続する中長期 をみた場合、 その会計期間
毎の 最低限株式評価の制御は・ 持続的発展・

持続可能性をむ しろ有 利と し、 結果
と して、 株価最犬 化に資する。 ただ し、 株価最大化で は

なくて、 成長率、 こ
とに資産成長率の制御その ものを、 上位に置く べき であると考えら

れる。

また、 現行 シス テムの一っ
と しての資本市場 は、 企業 （経営者・ 従業 員）

ならびに投資家

の意識の変化 を取 引のうちに受け入 れている。 最低限の成長率制御 の可 能
な、 ゆとりある企

業こそ高く評価される気配はすでに十分であ 孔

っ ぎに、 以上 の
ような方法諭を、 会計 の枠 組みと資産投資

な らびにグリー ン係数に即して、

具体的に示そ う。 アカウ ンタ ビリティ解 除と して、 財務詰表の 脚
注 に記載可能である。

ま ず、 イ
ニシアルの会計の枠組み （以下、 財務構造） か らみる

と、 会計期間毎に推移する

財務権造 は、 ある成長の範囲
内な らぱ、 自動 調節が樹き、 そ れを越える成長

が継続すると・

元の健全 な財務槽造に戻る ため に、 きわ めて長い年月 を要す る。 具体的に表現
すると、 全体

としての事後的な資産成長率、９と、 経済的価値を維持するために必壌な最低限の （事前的

な） 資産 成長 率 加 との時系列的推移のなかに、 非可逆性
８）という機 能が 内包 さ れて いるの

で あ る。

先進国の ９蜆は、 資本書種のすす
む過程 に徐々 に低落を続け てい 孔 また・ 開発途上国の
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伽 は、 相当に高い水準を維持しやすい。 事後 的・９は、 会計期間毎に・ 伽 の上下に激動 す

る。。９ ＞ ９。。を維持 し続 けること は、 まず不可能である。 売上とか利益 に比して、 総資 産

を著しく増犬させ、 非可逆性 に陥 いり やすいからである。

。９およぴ ９。。は、 そ れぞれ、 成長 を含む売上総資産 率目Ｋ およぴＫ働を媒介 として、 利益の

成長 率目９ｙＡおよ ぴ ９ｙＡ（→ に変換 される。 その場合 に、 将来の無限期間にわたるリスクに 対

して、 物的資本維持を内生化する確実性等 価係 数ＣＥ が資産成長率に乗 じられ る。 グリー ン

係 数は、 そこにっ ぎのように導入可能 であ る。

日 ９ ｙＡ ＝ 目Ｋ ・ Ｃ Ｅ
’
・ Ｃ Ｅ ｇｒ６ｅｎ ・ Ｐ ｇ

ｇ 肌（勾 ＝ Ｋ口・
ＣＥ
’
・ ＣＥｇｒ㏄ｎ ・ ９蜆

ＣＥ ＝ ＣＥ’ ・ ＣＥｇｒｅｅｎ

ＣＥ
’
＝ ＣＥ ／ ＣＥｇｒｅｏｎ

全体 としてのＣＥ は、 確実性が１ＯＯ％ のときに１．Ｏと設定 さ れ、 不確 実 性（現 在時 点カ）ら 無

限期間にわ たる技 術進歩 にた対するおくれ） を増す にっれて、 たとえぱＯ．６～Ｏ．４に 設定 さ れ

る９〕。 新しく 設定される グリー ン係数 ＣＥｇｒｅｅｎは、 環境に全く 無関係 の業種とか企業の場 合

に１．Ｏ、 現 境 保 全 に 対 し て マ イ ナ ス を 強 め る ほ ど に、 ０２ と か０．７に 設 定 さ れ る。 ＣＥｇｒ６ｅｎ を 含

む、 全体と して のＣＥ は、 収益性
と社会性との統合さ れた、 しかも無限期間にわた る成 長 率

をコ ンスタ ントとす る確 実性等価 を示す。 ＣＥ は、 既 存のパラ ダイ ムか ら変 革 のパ ラ ダイ ム

に 移 行 す る ほ ど に、 そ の 信 頼 性 を 増 す。 ＣＥｇｒｅｅｎ は、 エ コ ロ ジ ー 簿 記 （生 態 構 記） の 普 及 に

伴って、 物量的な等価係数
１①に信頼性が増す ほどに、 それをモニターと して、 信 頼 性 を増す

という関係にある。 また、 廃 棄物 の抑 制 （廃棄物係数） とか再資源化 （変換係数、 再利用係

数、 挟出係数、 資源保議係数） の計測
１１〕が、 国民的合 意に基

づいたアカウ ンタ ビリ ティ の 解

除に重要な役割を担う ほどに・ ＣＥｇｒｅｅｎのような総合的 指標が必要とされよ ㌔

事後的な全体と しての利益 成長 率日９ｙＡお よ び事前 的 な最 低限 の利 益成 長率 ９ｙＡ㈹ は・

ＣＥ ＝ＣＥ’ ・ＣＥｇｒｅｅｎ を 内 生 化 す る と 同 時 に、 企 業 の （株 式 の） 現 在 価 値 計 測 体 系 （Ｂｔ，お よ

びＶｔ。） に 組み込ま れる
蜆〕（後述の図１参照）。

資本市場における株式 価格 は、 全 体 と してのＣＥを市 場 取引 に折 り込 ん でいる。 そ れ を

ＣＥ。血と表す （その計測方法 は１９９２［ｐｐ．４３４４３８］ 参照）。 最 低限 の株 式評 価に用 い られ る

ＣＥ舳 と全体と して の株 式評価に用 いられるＣＥ趾 と は、 ＣＥＭ値をモニタ ーと して 共 通的 に 設

定さ れる。 したがって、 ＣＥｇ説ｎ がさ きの物量的等価係数と か廃棄物係数その他の係数に基

づいて設定される と、 資 源 ・現 境関係 を含ま な い （以 下、 プ ロパ ーの） 確実 性 等価 係数

ＣＥ’ は、 ＣＥ ／ＣＥｇｒｅｅｎ と し て 逆 算 さ れ る。

た と え ぱ
、
ＣＥ ＝Ｏ．

５
，
ＣＥｇｒｅｅ皿 ：

０
．
８ で あ る と

、
プ ロ パ ー の ＣＥ

’
は
、
Ｏ
．
５ ／ Ｏ
．
８ ＝ Ｏ
．
６２５ と

算 出 さ れ る。 全 体 と し て の ＣＥ は、 ま ず ま ず の 確 実 性
を 維 持 し、 ま た、 ＣＥｇｒｅｅｎ も 資 源 ・ 環

境 への 対応 に意 を轟して・ 信頼性が高 いた め （業種にも よる）・
ブロ パ ーの ＣＥ’ は・ 高い
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確 実 性 を 維 持 し て い る こ と を 示 す”）。 そ の 反 対 に、 Ｃ亙 ＝Ｏ．４， ＣＥｇｒｅ６ｎ：Ｏ．４で あ る
と 、 プ ロ

パ ー の ＣＥ
’
は、 Ｏ．４／０．４＝・１．Ｏと 算 出 さ れ る。 こ

の 企 業 は、 資 源 ・ 環 境 へ の 対 応
を 考 え な い

な らぱ、 きわ
めて高い信頼を得た はず であ るが、 資源

・環境へ の対 応が全くなかったために、

その将来性を失ない、 全体としての （資本市場に評価される） 確実性等価係数は予想以上に

悪 いと判断さ れる。 もし、 その企業が資源 ・現境への対応
を図 る資産投資を先行させていた

な ら ぱ （ＣＥｇｒｅｅｎ＝Ｏ．６）、 ＣＥ は
０．４で は な く て、 た と え ぱ、 Ｏ．６ （＝１．Ｏ・Ｏ．

６） に 上 が り 、 株

式 評価 も高 かったはずである。

同一 のイ ニシアル財務構造 のもとに、 ＣＥ・・。≠ＣＥｗ であると、 市場株価水準 Ｍｔｎ
≠ 最低 限

の 株 式 評 価 Ｖｔｎで あ り、 Ｍｔｎ
と Ｖｔｎ と は、 相 互 に モ ニ タ ー と し て の 働 き

を す る１’〕。 資 源 ・ 環

境への資産 投資に余力を持つ企業 は、 ＣＥｇｒｅｅｎを通 して、 全体と してのＣＥ
を高 く維 持で き

るようになるはずである。

２） 富 増和 彦 「地 球 環 境 保 竈 の 企業 会 計 一 パ ブリ ッ ク ・ アカ ウ ン タ ビリ テ ィ の 視 点 か ら」 （日 本 会 計 研

究 学 会報 告， １９９３） の 研 究 報 告 要
旨 ［ｐｐ．１３８－１３９］ お よ び レ

ジュ メ の 考 え 方 に よ る。

３） Ｈｉｃｋｓ，
Ｊ
．
Ｒ
．
［１９３８

， ｐ．
１６２］ ＝ ｄｅｆｉｎｅ ａ ｍ ａｎ

’
ｓ ｉｎｃｏ ｍ ｅ ａｓ ｔｈｅ ｍ ａｘｉ ｍ ｕ ｍ ｖａ１ｕｅ ｗ ｈｉｏｈ ｈｅ ｃａｎ

ｃｏｎｓｕ ｍ ｅ ｄｕｒｉｎｇ ａ ｗｅｅｋ， ａ
ｎｄ ｓｔｉ１１ ６ｘｐ ㏄ ｔ ｔｏ ｂｅ ａｓ ｗｅ１１ ｏｆｆ ａｔ ｔｈｅ ㎝ ｄ ｏ

ｆｔｈｅ ｗｅ６ｋ ａｓ ｈｅ ｗ ａｓ

ａｔ ｔｈｅ ｂｅｇｉｎｎｉｎｇ．

４） ヒ ック ス の 考 え 方 に した が っ て も、 物 的 資 本 維 持 を 考 え
な い 一っ の 測 定 方 法 論 は 用 意 さ れ て い る。

企業 の ｗｅ１１－ｏｆｆｎｅｓｓ 維 持 の あ と の経 済 的利 益 は、 期 首 の 株 式 評 価 額 に 資 本 コ ス ト を 乗 じ た 値
が １ 期

間 に 配 当 司 能 な 最 大 額 で あ る。 責 本 コス ト に 経 済 的 価 値 維 持 に 必 要 な チ ャ ー ジ が 含 ま れ て お り・ そ

れ が 再 投 資 さ れ 続 け る （無 限 回数） と き、 経 済 的 価 値 （期 首 の 株 式 評 価） を 上 回 わ っ て の 経 済 的 利

益 が 生 み 出 さ れ る と 同 時 に・ 配当 司 能 で あ る と 解 さ れ 孔 経 済 的 利 益
と 経 済 的 価 値 の ト ー ト ロ ジ ー

が 有 効 に 成 り 立 ち、 資 本 コ ス ト と 株 式 評 価 と は 等 式 に よ っ て 結 ぴ っ け ら
れ る・

５） フ ィ ッ シ ャ ー は、 ｉｎｃｏｍｅ （
＝ ｃｏｎｓｕ ｍｐｔｉｏｎ） に ｓａｖｉｎｇｓ を 入

れ ず・ ｓａｖｉｎｇｓ
を 入 れ た 場 合 を・

ｅａ ｍｉｎｇｓ
と し て 区 別 す る。

ヒ ッ ク ス ［１９７３，ｐｐ．
２７－３６］は、 当

初 の 定 義 が フ ィ ッ シ ャ ー に 比 較 し て、

ス ト リ ク ト で な か っ た た め、 ｓｏ
ｉａ１ ａ㏄ ｏｕｎｔｉｎｇ （ＳＮ Ａ の

原 形） へ の 展 開 を 容 易 に し た と 考 え ら れ

る 。

６） Ｓｏ１ｏ ｍ ｏｎ，
Ｅ
．
［１９６６

，ｐｐ．
２３２－２４４ ：１９７０， ｐｐ．

６５－８１］，
ＬｉΨｉｎｇｓｔｏｎ，

Ｊ
．
Ｌ
．， ａｎ

ｄ Ｇ
．
Ｌ
．
Ｓａ１ａ ｍ ｏｎ

［１９７３
， ｐｐ，

２９６－３０３］，
Ｋ ａｙ，

Ｊ
．
［１９７６

， ｐｐ．
４４７－４６０］，

Ｓａ１ａ ｍ ｏ ｎ
，
Ｇ
．
Ｌ
．
［１９８２

， ｐｐ．
２９２－３０３］，

Ｉｊｉｒｉ，

Ｙ、
［１９７９

．
１９８０］

，
Ｆｉｓｈｅｒ，

Ｆ
．
Ｍ．， ａｎ

ｄ Ｊ． Ｊ． Ｍ ｃ Ｇ ｏ ｗ ａｎ
［１９８３

， ｐｐ，
８２－９７］．

７） 最 低 限 の 成 長 部 分 は、 資 産 投 資 の
そ れ か ら 純 利 益 の そ れ に 変 換 さ れ る （後 述 の Ｋ を 用 いる）・ 資 本

コ ス ト か ら 差 し 引 か れ る量 低 限 の 成 長 率 は、 も ち ろん 変 換 後 の そ れ で あ 孔

８） エ コ ロ ジ ー と か 経 済 学上 の 非 可 逆 性 （ｉｒｒｅ鴨ｒｓｉｂｉ１ｉｔｙ） は、 財 務 構 造 に も適 用 司 能 で あ る［１９９２／

３］ｏ

９） 物 的 資 本 維 持 を 示 す 確実 性 等 価 係 数 ＣＥ は、 基 本 的 に は、 ０．５
を 基 準 と して、 その 上、 下 に 一 定 の

変 動 幅 を 持 っ。 過 去 数 年 問 の 市 場 の 株 式 価 格 に よ っ て 逆 算 さ
れ る 確 実 性 等 価 係 教 ＣＥ・・ が・ 一 っ の

拠 り ど こ ろ と さ れ る （１Ｏ年 間 の 日 米２、
㎝ 社 の 比 較 分 析 実 施 済 み）。 ＣＥが とく に 低 い と い う こ と は、

現在時点から無限期間にわたる、 現在時点の技術氷準の陳腐化
がそれだけはげしいということを示

す。 資 産 投 資 の 成 長 率 が そ れ だ け 割 引 き さ れ て、 利 益 成 長 率 を 低く させ る の で
あ る。
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１０） 宮 崎 修 行 「ミ ュ ラ ー ＝ ヴェ ンク の エ コロ ジ ー 竈 記 ： 補 助 レ ジュ メ」 ：１－４ （目 本 会 計 研 究 学 会 第５２

回 大 会 研究 報 告 要 旨 果
， ｐｐ．
１４０－１４１）。 環 境 へ の 負 荷 の 評 価 方 式 に 「等 価 係 数 （Ａｅｋ） ： エ コ ロ ジ カ

ルな 希 少性」 によ る 評 価 が 用 い られ る。 Ａｅｋ は、 「あ る 意 味 あ る 空 問 的 領 域 に お け る、 当 該 種 類 の

全 環 境 侵 害 の 会計 の 現 在 の 規 模 と、 そ の 環 境 領域 を、 容 認 で き る 状 態 か ら 容 認 で き な い 状 態 へ と 変

化 さ せ る よ う な、 当 該環 境 侵 害 の 危 鵜 的 な 規 槙と の 間 の 関 数」 と 定 義 さ れ る。

１１） 真船洋之助 「経営の環境保全政策一問題領域、 政策類型及び伯報システム」ｒ経営行動研究年報』

２， 図 表一２ 「経 営 の 境 境 保 全の コ ン セ プ ト と そ の た め に 役 立つ 手 段」。 資 源 保 議 イ ン プ ッ ト 志 向 と 廃

棄 物 の 抑 制 ・ 再 資 源 化 ア ウ ト プ ッ ト に 分 け ら れ た 、
そ れ ぞ れ の 係 数 が Ｓｔｒｅｂｅ１

，
Ｈ
．，

”Ｕ ｍ ｗｅ１ｔｗｉｒｋｕｎｇｅｎ ｄｅｒ Ｐｒｏｄｕｋｔｉｏｎ，
”
ＺｆｂＦ
，
３３ Ｊｇ．，

（６／１９８１）
，
Ｓ，５１６ に 基 づ い て、

一 部 変 え

て引 用 さ れ て い る。

１２） 全 体 的 な 利 益 成 長 率・９ｙＡ は、 Ｍ－Ｍ ［１９６１］ の 真 の 成 長 率 を 含 む もの で あ る。 本 来 予 測 さ れ る べ

き も の で あ る が、 計 測 の 方 法 と し て事 後 的 な 資 産 成 長 率 が 用 い られ る に 止 ま る。 し た が っ て、 そ こ

に用 い ら れ る 割 引 率 は・ 本 来 の 内 部収 益 率 か ら 大 き く 維 れ な い こ と が 前 提 さ れ る。

１３） カ ナ ダの ビ ー ル ビン ヘ の 環 境 シ フ ト に と も な っ て、 ア ル キ ャ ンの ビー ル缶 が 忽 ち 売 上４０％ と い う

大 幅 減 に見 舞 わ れ た り、 計 画 的 植 林 に 積 極 的 な 木 材 関 遵 の 株 式 が 発 展 途 上 国 の 規 制 と と も に 暴 脱 す

る な ど は
、
端 的 な ケ ー ス で あ る。

１４） 確 実 性 等 価 係 数 ＣＥＭ。 は、 資 本 市 場 に 計 測 さ れ る 投 資 収 益 率 （＝ 配当 利 回 わ り 十 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン収 益 率） や ＣＡＰＭ の β 値 の よ う に、 個 別 企 業 か ら リ ス ク ・ ク ラ ス （業 種） に、 さ ら に、 法 人

企 業 部 門 に ア グリ ゲ ー トさ れ 得 る。

皿． 卜一タ ル的 方法 論： 物 的生 産 性に 対 して

ス トックに おけるグリー ン係数 ＣＥｇｒｅｅｎは、 物量的な等価 係 数と か廃 棄仰 係 数そ の他 の

係数 （前項；以下、 資源 ・環境係数という） のような注記事項の推移をモニターと して、 徐々

にその信頼性と検証可能性 を高める はずであ る。

わ れ わ れ の トー タ ル的 方 法 論 は・ フ 回 一 の グ リ ー ン 係 数 と し て の 物 的 生 産 性 指 数

Ｉ（Ｕ）ｇｒｅｅｎ を、 上 の よ う に 理 解 す る ス ト ッ ク に 対 応 し て、 設 定 可 能 で あ る。 Ｉ（Ｕ）ｇｒｅｅｎ は、

上記 環境係数を共通の拠り どこ ろと して算定される。

フ 回一の場合、 売上、 総費用 （＝変動賓十固定費）、 税引 前純利益、 付 加価 値 に対 して、

そ れぞれの価 額が価格水準と数 量水 準とに分離され、 そのあと、 相対価 格指数 （α・β） と

物的生産 性指数Ｉ（Ｕ） と が、 それぞれの売上対比率に 対し、 ア レンの指 数法 体 系
一５〕を 用 いて

計測される。

も し売上純利益 をコンスタ ントとす れぱ、 相対的価格指数と物的生産性指 数とは、 完全な

デューエ ルの関係 にある。 また、 指数法体系 は、 個別賞用 から、 企業全体と しての上記 デー

タ、 さらに業種別、 ＳＮＡ にア グリ ゲー ト可 能である。

グ リ ー ン 係 数 Ｉ（Ｕ）ｇｒｏｅｎ は、
ＣＥ と ＣＥｇｒｅｅｎ と の 関 係 と 同 じ よ う な 考 え 方 の も と に、 ア レ

ンの指数法体系に組み込ま れる
ｇ
まず、Ｉ（Ｕ） は、 基準期を１．０と して、 会計期 間毎に、 総 費

用 の場合、０．９とか０．７と 低下 する ほど、 物的生産性 が改 善される。 その改善は、 売 上の価格
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指数＜総費用の価格指数 によってもたらされる。 ま た、Ｉ（Ｕ） は・ 純 利
益の 場合・ １・１５と か

１．２５と上昇 するほど、 物的
生産性が改善さ れる。 総費用物的

生産性指数と純利益物的 生産 性

指数と は、 デューエ ルの関係にあるた
めである。

物的生産性指数Ｉ（Ｕ） は、 売上を櫨 成するす
べて の項目の個別価格指数とそのア グリ ゲー

トされた指数を反映 する。 したがって、 個別 企業
が資源・現境対策 に要する 諸費用 を組み込

むほ どに、 売上総費用
率はそうでない場合 に比較 して上昇 しやすく、 ま た、 総費用 のア グリ

ゲー トさ れ た価 格 指 数 も 上 昇 しや す い は ず で あ る。 別 言 す る と、 Ｉ（Ｕ） は、 す で に

Ｉ（Ｕ）ｇｒｅｅｎ を 含 ん で い る と い う 関 係 で あ る。 し た が っ て、

一（Ｕ）＝Ｉ（Ｕ）’ ・Ｉ（Ｕ）９ｒｅｅｎ

Ｉ（Ｕ）’ ＝ Ｉ（Ｕ）／Ｉ（Ｕ）９ｒｅθｎ

と い う 関 係 と し て 表 現 さ れ る。 Ｉ（Ｕ） が 計 測 さ れ、 か つ Ｉ
（Ｕ）ｇｒｅｅｎ が 措 定 さ れ る と・ 資 源 ・

環 境関 係を含ま ない （以下、 プロパ ーの） 物的生産性 指数Ｉ
（Ｕ）
’ がＩ（Ｕ） か ら分 離される と

いう関係である。

た と え ぱ、 総 費 用 に つ き、 Ｉ（Ｕ）＝Ｏ．９ ，Ｉ（Ｕ）ｇｒｅｅｎ
＝Ｏ．８ で あ る と、 そ のＩ（Ｕ）

’ はＯ．９
／Ｏ
．
８＝

１，１２５で あ る。 こ の 企 業 は、 資 源 ・ 現 境 へ の 対
応 を 先 行 さ せ て い る が、 プ ロ

パ ー のＩ（Ｕ）’ は、

物 的 生 産 性 を 悪 化 さ せ て い る と い う こ と で あ る。 逆 に、 Ｉ（Ｕ）＝
Ｏ
・
８５ Ｉ（Ｕ）ｇｒｅｅｎ＝１．２ で あ

る と、 そ の Ｉ（Ｕ）
’ はＯ，７５

／１．２＝Ｏ．７０８で あ る。 こ の 企 業 は、 資 源 ・ 環
境 へ の 対 応 を 悪 と 考 え

（利溜 最大化を疎外する ものとして）、 専 らブロ
パーのＩ（Ｕ）’ の改 善 に専 心 してい る が、 全

体 と し て の Ｉ（Ｕ） の 改 善 は、 Ｉ（Ｕ）ｇｒｅｅｎ に 足 を と ら れ て、
Ｏ．８５に 止 ま っ た と 解 釈 さ れ る。 も

しＩ（Ｕ）ｇｒｅｅｎ が措 定されないときに は、Ｉ（Ｕ）＝Ｉ
（Ｕ）’ であ り、 われわれが当初設定

した指数

法体系［１９８３］ そのまま である。

企業 の持続的発展という目標 は、
今や利潤と成長 の最大化目標にとって代わ られ ざる を得

ない起勢にある。 このこと は何人も否
定できない来世 紀への展望であ 孔 しか しな がら・ 目

標・理念のいかんを間わ ず、 フローの側面におい ては、 物的
生産性水準の改善 がっね に要請

さ れ る。 そ の 改 善 は、 Ｉ（Ｕ
）ｇｒ６ｅｎ＝１．Ｏを 前 提 と し た 過 去 に お い て

は、 専 ら プ ロ
パ ー の Ｉ（Ｕ）’

に依存して行なわ れた。 しかし、 今や、 改善 への主導権は、 徐
々にで はあ るが・ 資源・現境

への対応に基づく物 的生産性指数Ｉ（Ｕ）ｇｒｅｅｎ に移 りっつあると考え られる。 ち なみに、 資産

投資に占める資源・環境対策投資増の負担に耐え切れない企業は、 価格万能の経済社会にあ

りなが らも、 競争 から脱落さ
せ られ る方 向にある。 その端的

な例 は、 自動車産業の地球にや

さ しい燃料・エ ンジ ン開発競 制こす でに現実的となりつっあ る。

資産投 資の良し悪 しは、 フロ ーのＩ（Ｕ）＝Ｉ（Ｕ）
’ ・Ｉ（Ｕ）ｇｒｅｅｎに直ちに反映する。 それと同

時に、 企業全体と して は、 最低限の株
式評価に直ち に波及するのである。

１５） 黒 沢 一 沿 ［１９６６．
１９７７］ は、 ロ シア の 文 献 か ら こ の 問 題 に同 じ よう に （た だ し 売 上 原

価 を 基 準 に）
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ア プ ロ ーチ さ れ た。 個 別 企 業 ぺ 、ス と い う よ り も マ クロ 的 色彩 に優 れ て いる。 トー タ ル 的 方 法 諭 は、

そ れ に対 して、 付 加 価 値 分 析 を 同時 に 包撮 司 能 で あ る （開 発 さ れた プロ グラ ム は、 ６
易 国 の 産 業 別 実

証 分 析 に 週 用さ れ て いる ［１９８６］）。 基 準 を売上 原価 で なく、 売 上と する とき、 腕莉腔 と総 富用 との デュ ー

エ ル 関 係 と 付加 価 値と 非 付 加 価 値 と の デュ ー エ ル 関 係 を・ は じ め て 包 摂 で き る と 考え ら れ 孔

ＩＶ。 枯 ぴ：成 長率 制 御と グリ ー ン係 数

効用理論 は、 無差別 曲線、 機会賓用、 価格、 利渥 最犬化
を中心と した一っのパ ラダイム を

構成 している。 われわ れの経済社会が事後的な会計 データによって、 経済的取引を確認する

限り、 価格と利渥最大化 とは否定 しきれない。

しか し、 経済の目的が人闇 のために存在 し、 人の生 活水準と人闇性を否定できないとき、

利 潟最大化は、 個の生存への義務 としても、 変質さ れざるを得ない。 現行の経済・会計 シス

テムと資本市場を前提に した場合 に、 利潤最大化の変質 は、 企業の持続的発展を世代内・間

に確保することに集約され、 資源・環 境への対応が避け られない。 その対応は、 現行 システ

ム を前提に しても、 トータ ル的方法論 としての二っの グリー ン係 数への社会人の認識と現行

シス テムヘの補助的適用 （脚注表示） によって・ 可能で はな いか。

グリーン係数の導入は、 中立性を要請さ れる会計、 歴史的原価 にそのべ一スを置く財務会

計に対 して、 本 稿に提唱する方法論に した がってなされ、 図１ のようにま とめられる。

図１ 持続可能な発展と収益性、 社会性の統合

匝蚕１匿１］←持続可能な発展→ 厘１……蚕］
（理念）

企業・株式評価 全体としての株式評価 市場価格 最低限の株式評価

（貨 幣資 本維 持 は、
Ｂｔｎ

物的資 本難 持を 包摂
する）

資産成長率

Ｍ ｔｎ Ｖｔｎ

．９ ＞ ９。。 可 逆 性 制 御

↓
収益性 （プロパー）

確実性等価係数
ＣＥ ＝ ＣＥ

’
・ ＣＥｇｒｅｅｎ ＣＥ

’

物的生産性指数 Ｉ（Ｕ）’

Ｉ（Ｕ）＝Ｉ（Ｕ）’ ・Ｉ（Ｕ）９ｒｅｅｎ

↓
社会性 （資源・現境）

ＣＥｇｒｅ６ｎ ス ト ッ ク

Ｉ（Ｕ）９ｒｅｅｎ フ ロ ー

↑

資源・現境係数 物量的な等価係数、 廃棄物係敏、 変換係数、
（物量的係数） 再利用係数、 排出係数、 責源保議係数

〔痛 考〕 理 念 の 用 語 は、 国 連 の ブ ラ ン ドラ ン ドの 委 員 会 報 告 ｓｕｓセａｉｎａｂ１ｅｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ に 依 拠 〔山 上

達 人
，
１９９４
，ｐｐ－

５３－７０〕。 報 告 当 日 の 討 論 に 感 議 し た い。
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持続的な発展の理念は、 企業の経済的価値の維持としての最低限成長の方法論を与えられ

るとき、 収 益性
と社会性との隔たりを著 しく 小さく するは ずであ る。 最低限の成長

率 は留保

性向を介してっねに制御される。 それに対して、 最大化 （収益性） は制御の方法論を用意し

得ない。 企 業目標と して は、 最低限成長
とそ の制御力に期待す べきであろう。 その方法論は、

いかなる理 念をも包容できる し、 こと に共 生理念には、 ス トッ
ク とフローの グリー ン係数 を

もって対応 可能である。

その位置 づけ （別図１） の ため、 今少 しく 補足すると、 っ ぎの
とおりである。

会計貢任 とその解除と しての報告 は、 アカ ウンタ ビリティ
として、 怠風決定有用性ア

ブロー

チ の 基 礎 に な く て は な ら な い 〔瓦 田， 國 部 ほ か， １９９１，ｐｐ．１７２９－１７３１〕。 脚
注 表 示 に よ る グ

リ ーン係数も、
その一つ である。 アカ ウンタ ビリティの基 礎にある

「履行する義務者 と履 行

による利益を享受する権利 者」〔井尻雄士， １９７６，ｐ．１〕 とは、 國部 克彦［１
９９３
，ｐ，
４２］の指 摘

す るように、 確かに、 環境の破壌者であると同時に、 現境破壊の被害者 で
もあ 孔 そ れゆえ

にこそ、 価格体系に も、 またわれわれの最低限の価値 体系 に
も、 資源・現境 への対応 が導入

され得ると理酵さ れよう。

効用 理論か ら区別 される価値体系は、 一方に資産の 側面から、 他方に、 株式の側面からア

プ ロ ー チ さ れ る。 資 産 の 側
面 は、 山 上 達 人［１９９２，ｐｐ，

１１－１５］の 紹 介 す る 「Ｐｅａｒｃｅ レ ポ ー ト」

に集約され る。 そこでは、 持続的発展の理念の もとに、 資 産 の本 質
が再 定義 され、 ①人 造

（人 間製 造） 資本資産・自 然資本資産 と枯渇 性資本資産、 ②各資産間の移 転・ ③ 枯渇 性資 本

資産・その 他の自然資本資産の維持が必要とさ れる。 われわれの場 合、 経済的価値の維持と

いう視点か ら、 最低限の株 式評価
と資源・現境 への対応によるその 変質とを取り扱うのであ

る
。

最低限の資産成長率 （したがって最低限の利益成長率） と最低限の株式評価の制御は、 ど

のよう に働く のか。 売よ純利益 率の水準 を、 資産節約 （売上総 資産 率抑制） のも
とに、 時系

列的に 維持 することである （均 衡・不均衡平 準化原理の一つの 方法、 別稿割 愛）。 そ の 程度

に応 じて、 留保性向
の決定 が左 右さ れ、 最 低限の資産成長率

がコントロー～レされる。

こ の よ う に み る と、 ス ト ッ ク の グ リ ー ン 係 数 ＣＥｇｒｅｅｎ
と フ ロ ー の Ｉ（Ｕ）ｇｒｅｅｎ と は・ 資 源 ・

環 境係 数の方から一体化 して考察さ れる だけでなく、 イニ シアル財務構造の方
か らも、 離 れ

が た く 結 び っ い て い る こ と が 明 ら か で あ る。 ＣＥｇｒｅｅｎ と Ｉ（Ｕ）ｇｒｅｅｎ の 改 善
が 時 系 列 的 に す す

むとき、 最低限の株式評価 は着
実に強化され、 結果と して市場取引を通 した株価 の反

動は、

小さく 食い止め られる であろう・

株価最大化目標のもとにおける資産投資ルール（資産投資収益率＞資本コストならば、 投

資せよ） は、 共生 の理念 にも、 持続
的な発展の理念に もそ ぐわないのみな らず、 自らの目標

を決して時系列的 に制 御できない。

国民経済的に みても、 何よりもまず、 最低限成長
率 を安定 化 し、 ＧＤＰ成 長率 に反 映さ せ
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ることが重要である。 ＧＤＰ成長 率において、 資産投資収益率三資本 コストを前提 にす れ ぱ、

そ して、 事後的に貯蓄＝投資であ ることをみれば、 その本質は、 最低限 の内部収益率の一っ

であ 乱 そのようなＧＤＰ成長率が法人企業部門のグリーン係数改善を通 して質的に強化さ

れるこ とは、 経済社会の今日的課題であろう。
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ヴ ェ ン ク の エ コ ロ ジ ー 海 記」 日 本 会 計 研 究 学 会 報 告 ：１－４、

山 上達 人 １９９ｚ 「アカウ ンタ ビリティ概念 の拡 充とグリー ン・アカウ ンティ ング」『産業と

経 済』 ７（３）：１－２０．

１９９３
．
「会計環境の変化と グリー ン・レポーティ ング」『大阪学院大学商学論集』

１８（３）：１＿２７．

山 上達 人監訳， 水野一 郎・向山敦夫・國部克彦・冨増 和彦 訳．
１９９２
－
ｒグレイ・オ ーエ ン・

マ ンダース 企業の社会報告』 白桃書房． ３０９ｐｐ．

若杉 明．
１９９３
．
「会計環 境の変化 と会 計利益の現代的意義」『会計』１４３（１）：５９－７３．

上領英之．
１９６６． 『生産性 分析研究』． 日本経 営出版会． ２５３ｐｐ・

１９６９． 『総 合 原 単 位 分 析』． 日 本 経 営 出 版 会．
３５６ｐｐ．

１９７０． 『弾力 性経営分析』． 金融 財政事情研
究会． ７１６ｐｐ．

１９８０． 「純 利益・付加価値・価
値的生産性の整 合性一数式と グラフによる証明」

『会 計』 １１８（６）：１１０２－１１１３１１１９（３）：４７９－４９４．

１９８３．
「収 益性と生産性との統合：その再検 討」『簡 経論 叢』 ２３（３）６９－１４２．

１９８３． 「収益性と生産性との関係：日米個別 企業
（工業） の実証分析」『商経論 劃

２４（１）：１６５＿２３７．

１９８４． 「収益性
と生産性との関係：農業 およぴ製造業の国際比較 （比較優位）」

『商 経 論 叢』 ２４（４）：１４１－１８５．

１９８４．
『動 的 経 営 分 析 の 基 礎』

，ｐｐ．
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Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ ｏｆ Ｃａｎｔｅｒｂｕｒｙ．
４６１ｐｐ、

上領英 之 １９８５． 「収益性 と生産 性との関係：Ｉ
Ｓ関数およ びＩ Ｓ生 産関数の形 成」 『商経論

叢』 ２５（３
，
４）：２３９－２８０，１３９－１７５．

１９８５
．
「収益性 と生産性との統合 システムー二っ の二 元性の上に一」『会計』

１２７（１）：８０－１Ｏ１，

１９８τ 「会計 的生産関数と収穫恒常性：その計測」 『会計』１３２（１）：５２－７５．

１９９３．
「資本 市場の活性化と配当政策一企業 サイ ドの自主ルールに結ぴつけて一」

『会 計』 １４４（３）：３９３４０３，
１４４（４）：５４７－５５７．

１９９３．
「理 論株価の枠組みと株価 ・財務政策と しての帰結」ｒ証券研究』１０７：ｉ－６５・

１９９４．
『会計 データと株式価値』． 中央経済社． ３５０ｐｐ． （予 定）
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財務報告の形式
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明 細 書 を 加 え る と い う 方 法

財 務 詰 表 の 注 記 と い う 形 式 で、
主 と して 文 章 に よ る 記 述 に 基 づ
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原
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シ

ス

テ
ム

最も重要な提案

録
企 業 を 社 会 制 度 と して 認 識 す る付 加

価値計算書を中心とした財務報告

個 別 企 業 の 富 の 創 出 状 況 と 配 分 の 明 示

並列的

一 一 一 一 一 一 一 一 う

決算報告業務の負担増大

社 会 報 告 書 の 公 表 の た め の 研 究 と 提 案

ドイ ッ 企 業 は こ の 種 の 報 告 を 積 極 的 に

行 な っ て い る

慧島婁・ （／／１レ率） 諮 再 資 源 化 変 換係 数

資 本 市 場 を モ ニ タ ー と す る 文 再 利 用 係 数

↑ の 排 出係 数

ア グ リ ゲ ー ト さ れ た 相 対 的 な 抽 （Ｓｔｒｅｂｅ１．
Ｈ
．．
１９８１
．
Ｓ
．
５１ ６）

物的生産性指数
出

フ 損益計算書 （付加価値計算書）

１舗１㍍㌧

生態構記の方法

［情 報 シス テ ム ：

測 定 シ ス テ ム］

社会 的費用ア プローチ

貨 幣 的 ウ エ イ ト

↓

生 態 的 ウ エ イ ト づ け

生態 的な希 少性を基礎 に

して、 その影響 を種類 別

に 「等価係 数」 によっ て

ウェ イ ト づ け

↓

生態的な 「換算単位」

の 把 擾

↓

単 位当た りの数値の 加減

（Ｗｉｃｋｅ．
１９９２
．
Ｓ
．
５５１ｆｆ）

企 業 全 体 と し て の ア グ リ ゲ ー シ ョ ン （経 済 的 側 面） ← 一 技 術 的 側 面 ・ 生 態 的 側 面 （個 別 的 ・ 数 量 的）

ア グ リ ゲー ト

［備 考］ １．小 川 況 論 文［１９９３．ｐｐ．１Ｏ－１１］は、 文 章 に よ る 記述 を 忠 実 に グラ フ 化 し て 表 現 した も の。
２
．
真 船 洋 之 助 論 文［１９９３

．ｐｐ．
４－９］は、

図 表 ２［ｐ．６
］お よ び 皿 項 を 中 心 に グ ラ フ 的 に 表 現 し た も の。



２６ グ リ ー ン ・ ア カ ウ ンテ ィ ン グの ト ー タ ル 的 方 法 論 ： グ リ ー ン係 数 の導 入 （上 領）
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株式価値の承認と計測：企業
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量低限の資産再投資
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投 資家 の 判 断 に 基 づ く

抹 式市 場 価 格 の 形 成 ：

物的資本維持

Ｃ Ｅ ＜１
．
Ｏ

最低限の成長率 最低限の株式価値 市場価格

「Ｐｅａｒｃｅ レ ポ ー ト」

の持続的発展
資産本質の再定義

↑ 非市場効果

財務報告から杜会報告への拡充 の肯定

社 会 報 告 の 解 除 （ディ ス ク ロ ー ジャ ー）

ブ ロ パ ー の

確実性等価係数

Ｃ Ｅ
’ ｘ

グ リ ー ン 係 数

Ｃ Ｅｇｒｅｅｎ ＝ ＣＥ の 社会 化

総 費 用 （＝ 固 定 費 十変 動 費）

デ ュ ー エ ルと し ての

純 利 益 （＝ 売 上 一 総費 用）

付加価値との整合性維持

相 対 価 格 指 数 ア レン の

デュ ー エ ル と し て の 指 数 法

相対的な物的生産性指数Ｉ（Ｕ）

プ ロ パ ー の

Ｉ（Ｕ）
’ Ｘ グ リ ー ン 係 数 Ｉ（Ｕ）㎝掘匝。

物量的物的生産性

［備考］ １． 山 上 違 人
「ア カ ウ ンタ ビリ テ ィ 概 念 の 拡 充 と グリ ー ン・ ア カ ウ ン ティ ン グ」

ｒ産 業 と 経 済」 ７（３）：１－２０［１９９２／１２］と の 対 応 を 認 識 しつ つ、 報 告の 方 向 づ け

を 示 し た も の。

２． イ ニ シ ア ル の 財 務
構 造 〔１９８９〕 は、 損 益、 付 加 価 値、 資

産 お よ び 資 本 を、 売

上 に 比 例 的 部 分 と そ う で な い 部 分 に 分 頚 の 上、 統 合 し、 売 上 対 比 率 に よ っ て

示 す こ と


